
令和７年度 第１回松本市在宅医療・介護連携委員会 次第 

 

                        令和７年７月３日(木) 

午後１時～２時３０分 

松本市役所議員協議会室 

 

１ 開会 

 

２ あいさつ （羽田委員長） 

 

３ 会議事項 

⑴  報告事項 
ア 令和６年度入退院連携ルール運用状況調査結果     資料１、１－１  

  イ 終活情報登録事業について            資料２   

  ウ  リビングウィルの周知強化について        資料３   

    

⑵  協議事項 
「切れ目のない在宅医療と介護の連携推進について」          

   災害や感染症を想定した平時からの取組について       資料４ 

ア 令和６年に実施された多職種での BCP 机上訓練について   資料５   

イ 令和７年 BCP 研修会実施について 

ウ 個別避難計画策定について      資料６－１、６－２、６－３ 

      

⑶  その他 
  多職種連携研修・認知症市民公開講座 信州オレンジサミット 2025 

日時・会場：令和７年９月２７日（土）午後 ホテルブエナビスタ  

内容：映画「オレンジ・ランプ」上映会、認知症希望大使メッセージ、 

本人ミーティング 

 

４ その他 

 

５ 閉会 
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(報告事項）

１　調査概要

　⑴　調査対象機関　　市内居宅介護支援事業所・地域包括支援センター　７６か所

２　回答数

松本市 松本圏域 長野県全体

全事業所数 76(76) 141(142) 676(717)

回答数 76(76) 130(132) 601(608)

回答率 100%（100％) 92.2%（93.0％） 88.9%（84.8％)

※括弧内はＲ５年度

３　入退院ルールの活用状況

松本市事業所数 松本市 松本圏域 長野県全体

活　用 69(73) 90.8%(96.1％) 93.1%(96.2％) 97.7%(97.9％)

未活用 7(3) 9.2%(3.9％) 6.9%(3.8％) 2.3%（2.1％）

※括弧内はＲ５年度

・松本圏域ルールの3本柱 ①流れ（フロー）②窓口一覧表 ③様式 のうち、いずれかの

　利用のみでも可としている。

・松本市の入退院ルールの活用状況は、昨年より５％程度減少した。

　松本圏域、県全体より低い状況。

４　退院時連携について

合計 193（189） 244(242) 79.1%(78.1%) 80.3%（78.0%） 77.3％（77.7％)

※括弧内はＲ５年度

・退院時連携率は、昨年度より上昇。松本圏域と同程度、県全体より若干高い割合。

５　入院時連携について

合計 250(228） 275(255） 90.9％（89.4%） 91.2％（90.4%） 93.4% (93.6%)

※括弧内はＲ５年度

・入院時の全体連携率は、松本圏域・県全体と比べると若干低いものの、昨年度より１．５％上昇

した。

全体連携率(介護＋予防)

松本市
連携件数

松本市
入院件数

松本市 松本圏域 長野県全体

　⑵　調査実施方法　　令和６年１１月入退院分のケースについて集計し、県へ報告

令和６年度松本市入退院連携ルール運用状況調査結果について

活　用　率

松本市退院調
整実施数

松本市
退院数

松本市 松本圏域 長野県全体

連携率

資料1



６　自由記載欄の主な意見(別添）

７　考察

　⑴　若干の上昇、減少はあるものの松本市では入退院ルールの活用が定着してきている。

　　ア　市内居宅介護支援事業所の活用率は、９０．６％（R5 95.3％）、地域包括支援センター

　　　の活用率は９１．７％（R5 １００％）で、若干減少したものの、高い活用率となっている。

　　イ　退院時の連携があった入院医療機関は、市内１３病院、市外８病院（圏域内５・圏域外３）

　　　県外１病院であった。

　　ウ　調整率１００％の病院は、１２か所あり、調整率８０％未満の病院は７か所であった。

　　エ　退院時のカンファレンスは、本人直接同席および本人（モニター越し参加）関節同席

　　　で実施されたのが４８．１％（R5 ５２.４％）、本人なしでの調整が５０．３％（R5

　 　 ４７．６％）で、本人なしでの調整が増加した。

　⑵　入院時連携は、ケースによって状況は異なるが、少しずつ連携が図られてきている。

　　ア　入退院の繰り返しや入院の連絡がなかった等の理由で連携できなかったこともあった。

　　　予防の連携率は９３．６％、（Ｒ5：87.3％）、介護の連携率は９０．１％（Ｒ5：90.2％）

　　　であった。

　　イ　情報提供を依頼していたが連絡がない、急な退院や、看取り期の方の連携不足、情報

　　　提供送付先の窓口が様々（MSWと病棟看護師等）、リハ職との連携を希望したがうまく

　　　いかなかった等が上げられた。

　　ウ　急な退院となっても、入院中早い段階からの密な電話連絡、家族を含め連絡を頻回に

　　　取り合い看取り期の方の支援をした結果、安心した退院につながった。

　　エ　入院医療機関、ケアマネジャー共に、日頃からの関係を大切に、連絡を密に取って

　　　いるという意見もあり、以前に比べ医療機関やケアマネジャーも連携について日頃から

　　　意識していることがうかがえた。

８　今後について

　⑴   市内医療機関の医療ソーシャルワーカーやケアマネジャーと本調査結果を含めて情報共有し、

　　　課題検討を行う機会を設け、切れ目のない入退院支援をより一層推進します。

　　ます。

　⑵　広域的な取組みについては、松本圏域在宅医療・介護連携行政連絡会に提案していき



 
 

 令和６年 入退院連携ルール運用状況調査自由記載欄より抜粋 

 

１ 医療機関との入退院時の連携でうまくいった点 

・退院カンファレンスに、家族、病院スタッフ、各サービス事業所が参加したことで、

退院後のサービス提供がスムーズにおこなえた。 

・退院前カンファレンスに医師が同席し、病状、治療について専門的に聞くことができ

た。また、医学上の見通しについて話ができたことで生活全体の見直しやサービス調整

ができた。 

・遠方だったため、ズームでのカンファレンスを実施。すべての家族・事業所が参加で

きた。入院中のリハ動画やベッド環境など確認でき、転居先の環境整備、リハビリの共

有ができた。 

・退院カンファレンスで課題が明らかになり、病院で再評価していただき、課題を解決

して退院に至ることができた。リハビリ職より移乗動作を実践して頂き各事業所共通

認識ができた。 

・カンファレンスは開かなかったが、退院前に現状報告を電話でいただき、内容を確認

できたので退院後もうまく調節ができた。 

・在宅ということをいつも意識して対応してくれる。 

・入院前には発症していなかった症状等詳しく知ることができ、福祉用具の使用アドバ

イスがもらえ、退院後の調整に役たった。 

・退院カンファレンスがルーチン化されており、家族へのアプローチもされているので

在宅への移行がスムーズ。専門職の参加も十分で詳細に把握ができた。 

・在宅側は今後も付き合いがあるので言いづらいことを病院で言ってくれた。 

・担当が決まっていないケースが多いが、問い合わせれば担当を決めてコンタクトがと

りやすくなった。 

・リハスタッフが家屋訪問を行って下さったので、リハビリからスムーズに在宅への結

び付き有難かった。 

・家屋訪問がなかったため、ケアマネが家の中の写真を撮って家族に渡して病院に情報

提供。院内で自宅退院向けたリハビリができ、スムーズに退院に結びついた。 

・身寄りのない方の入院、手術の際 MSW が市と連携してくれた 

 

２ 医療機関との入退院時の連携での課題について 

・病院によって、退院支援看護師が主に窓口となるところもあれば、窓口担当がいない

病院もあり、病院による差異が大きく、特に後者の場合は苦慮する。調整に時間がかか

る。 

・入院中の認定調査が行えないため退院直後の方にとっては最低限のサービスしか組

めず、自宅退院することでリハビリの量が極端に減り、不安を感じる方が多い。 

資料１－１ 



 
・いずれの医療機関でも、ADL 評価が病棟内で評価であり、それぞれの自宅の環境を勘

案しての評価になっていないと感じることが多い。お互いに多忙ではあるが、入院中に

家屋調査等で自宅の様子や介護力等を確認してからの退院になることがスタンダード

になると利用者の QOL が上がると思う。 

・入院時情報提供書を病棟看護師、ソーシャルワーカーに共有されているのか疑問に思

うケースがある。退院連絡がなく、退院後の環境を整えることができずに退院が決まっ

た。 

・包括での見守り対応している身寄りのない方が入院した際に、緊急連絡先や荷物を持

ってきてほしいなど、病棟看護師からの連絡が入ることがいまだにある。 

・身寄りのない高齢者がリハビリや療養等の目的で転院をすることが難しいと病院側

から言われることが多い。転院が必要な場合については包括職員や高齢福祉課 CW が身

元引受人の役割を担う必要があり、対応に苦慮することがある。 

 

３ 医療機関との入退院時の連携で、課題解決のために取り組めそうなことや医療機関にお願

いしたいこと 

【連携窓口の明確化】 

・退院支援の窓口を配置して、介護分野との橋渡し役を担って欲しい。病院によっては

MSW や退院支援看護師でなく病棟看護師との連携になるが、連絡がとりにくい。 

【退院時カンファレンスの開催】 

・入院者の情報共有をしていただきたい。（病状治療方針、入院前と変化した点等） 

・在宅へ戻るときは、家族同席でできる限りカンファレンスを実施していただきたい。 

【本人や家族への指導】 

・入院中に認定調査ができる対象者の拡大も必要だが、入院中から自宅でのリハビリを

想定した指導をしていただき、本人や家族へもセルフケアの意識が持てる働きかけを

してもらえるとありがたい。 

【在宅生活に向けて】 

・ご本人の状態をわかりやすく説明して頂く、在宅で過ごすにあたってどのような対応

が必要か実際に見てもらい検討したい。 

・家屋調査が必要なケースの場合には家屋調査を積極的に行ってほしい 

・サービス開始の連絡等もあるので、退院の連絡がほしい。 

・ベッド数もあると思うが、在宅介護が困難になった場合の入院の受け入れをあらかじ

め約束をして頂けると本人・家族･支援者は安心して在宅復帰を検討できると思う。 

【研修の必要性】 

・医療機関だけでの課題ではない。多職種連携研修会等で相互理解を深められるプログ

ラムを組む。日常の連携において、業務分掌・事務分掌的に役割を固定しないこと。押

しつけあうのではなく、相互にカバーできる「役割の開放」を身につけることが必要。 

 



資料２ 

終活に関する情報を登録できます（松本市終活情報登録事業） 

 

ご自身の万が一の事態に備え、ご自身の希望や、ご家族へ伝えたいこと等の“終活関連情報”を市に

登録していただくことで、万一の際、ご自身が指定した方に開示し、ご自身の意思の実現に役立てるとと

もに、遺されたご親族や関係者への負担を軽減することができます。 

※松本市では終活を、元気なうちから人生の終末について考え、準備する活動ととらえています 

 

⑴  対象者、登録できる方 
原則 市内在住者 

⑵  登録方法 
ア 窓口申請の場合 

高齢福祉課または西部福祉課に電話等で連絡をいただいたうえで、お越しください。 

イ 電子申請の場合 

    電子申請後、本人確認と内容確認のため、高齢福祉課または西部福祉課の窓口におおむね

１か月以内にお越しいただく。 

⑶  登録できる内容（遺言書のような法的効力はありません） 
ア 緊急連絡先及び情報開示指定者 

イ リビングウィル、エンディングノート、遺言書の保管場所 

ウ 臓器提供に関すること 

エ 生命保険や預貯金に関すること 

オ 生前契約等の内容 

カ お墓の所在地または埋葬希望 

キ その他自由登録事項 

（スマホのロック解除方法、銀行口座、保険、家族等に伝えたい内容等） 

   ク 情報の開示時期 

⑷  開示の時期及び対象者 

ア 登録時に指定された時期に、指定された方から請求があった場合に開示します。 

イ 登録者の生命、身体又は財産の保護のために必要があり、警察・消防・医療機関等から 

照会があった場合には開示をする場合があります。 

⑸ 「終活」に関するご相談窓口 

高齢福祉課、西部福祉課、地域包括支援センターにて、「終活」に関してのご相談もできます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

松本市 健康福祉部 高齢福祉課 

福祉担当（本庁舎北別棟２階） 

電話 ３４－３０６１（直通） 

FAX 34－3026 

kaigo@city.matsumoto.lg.jp 

mailto:kaigo@city.matsumoto.lg.jp


 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 
  

病気やケガで急に倒れ命の危機が迫った場合に、ご自身の意思を伝えることが困難になる場 

合があります。 こうした万が一に備えて、元気なうちに治療やケアに関する考えや希望を、あな 

たの大切な人と話し合い（人生会議と言います）、話し合った内容を書いたものをリビングウィル 

「事前指示書」と言います。 

  リビングウィル「事前指示書」を備えておくことで、もしもの時のケアの判断の重要な助けと 

なり、あなたの大切な人の助けとなります。 

終活を考える際に、リビングウィル「事前指示書」も合わせて作成しませんか？ 
   

 

 

 
   

  リビングウィルの作成方法をご説明しながらお渡ししているため、               

下記の窓口でお受け取りください。 

 

〇 松本市内の医療機関 

〇 松本市薬剤師会会員薬局 

〇 松本市役所窓口  

（高齢福祉課、西部福祉課、健康づくり課、北部・中央・南部・西部保健センター、生活福祉課） 

〇 お住まいの地区の地域包括支援センター 

 

  

 
 

 

 

裏面もご覧ください 

 

  

 

 

 

問い合わせ先 

松本市高齢福祉課福祉担当 電話 34-3237 FAX 34-3026 

資料３ 



 



切れ目のない在宅医療と介護の連携推進について 

 

１ 災害や感染症を想定した平時からの取組について 

⑴ 協議いただきたいこと 
以下の３つの取組みをもとに、平時からの取組みについてご意見やご感想、 

助言をお願いします。 

 

ア  令和６年度に実施された多職種での BCP 机上訓練について  資料５ 

松本市中央西地域包括支援センター 宮嶋センター長 

目 的 いつ発生するかわからない災害に備え、市民を含めた多職種で、今何が

出来るのかを考え、災害に対する意識を高める。 

場 所 鎌田地区公民館 大会議室 

日 時 令和６年７月３１日（水）午後１時３０分～３時 

参加者 町会長、公民館長、民生児童委員、薬剤師、PT、看護師、ケアマネジャ

ー、デイサービス、ヘルパー、グループホーム、地域づくりセンター、

市職員、社会福祉協議会、地区生活支援員、地域包括支援センター 

  

イ  令和７年 BCP 研修会実施について 

高齢福祉課給付担当 課長補佐 三井 

目 的 介護保険事業所が策定した業務継続計画（ＢＣＰ）が実際の災害発生時

に活用ができるものとなっているか、知見を有する専門家からのアド

バイス及びグループワークにより確認、また事業所間の連携を図る。 

場 所 松本市勤労者福祉センター大会議室 

日 時 令和７年７月１４日（月）１４時～１６時４０分 

参加者 指定地域密着型サービス事業所、介護サービス事業所の管理者等 

 

ウ 個別避難計画策定について 資料６ 

健康福祉部福祉政策課  

目 的 災害発生時に避難行動要支援者の非難を支援するための「個別避難計

画」の策定を計画的にすすめるもの。 

対象者 避難行動要支援者（要介護３以上、障がい者等） 

 

 

（協議事項） 
資料４ 



災害や感染症を想定した平時からの取組み ア 多職種と連携した BCP机上訓練の実施 

主 催   松本市中央西地域包括支援センター 

日 時 令和６年７月３１日（水）午後１時３０分 ～３時 

場 所 鎌田地区公民館 大会議室 

参加者 町会長１４名、副町会長３名、公民館長２名、民生児童委員１名、薬剤師５名、病院看

護師１名、病院 PT１名、ケアマネジャー１９名、訪問看護１名、デイ２名、ヘルパー１名、

グループホーム２名、地域づくりセンター長２名、健康づくり課１名、高齢福祉課１名、

社会福祉協議会２名、地区生活支援員１名、包括４名 合計６４名、４３事業所 

              

テーマ 「その時！地域で災害が発生したら・・・ＢＣＰ机上訓練」 

目 的 能登半島地震後の支援報告を受け、いつ起こるか分からない災害に備えて今自

分たちに何が出来るのかを考え災害に対する意識を高める。 

内 容 １ 講義「能登半島地震の被災地支援から学ぶ～日頃の備えや大切なこと～」 

  講師 松本市社会福祉協議会 地域福祉課 西澤 久典氏  

２月に石川県能登町の震災後の支援に参加された報告を聞く。現状では水

道の復旧は 30％、電気が通電しても電化製品が壊れて使えない。道路は陥

没、支援活動を振り返り復興までの長い道のりを感じた。手つかずの建物

が多く仮設住宅への入居、心のケアが必要な方が大勢いる。被災住民も心

身ともに疲労が溜まる中、地元の方のペースを大事にしたボランティア活

動により住民の前向きな気持ちを引き出す支援をした。 

災害に強い町を目指していくために、受援力→「支援を受ける力」助けら

れ上手になることが大事。日頃の準備で「受援力」を高める。災害時には

以前からの顔の見える関係が必要であると改めて感じた。今後見守り安心

ネットワーク。支えあいマップの作製を進めていきたい。今回のボランテ

ィアの経験を生かし、災害を身近に感じられる報告であった。 

２ グループワーク 

 ・実際に発災した時の状況を想定しその時どのように行動するのかをグルー

プで話しあった。【要介護４の利用者宅に訪問中震度７の地震が起きたらど

う動くのか。】【公民館に避難し避難所でどのような対応が必要になるの

か。】地域のマップ、ＢＣＰも参考にして考え、意見交換を行う。 

３ 質疑応答・まとめ 

  話し合いの中で様々な課題があげられた。日頃から、住民同士の顔の見え

る関係の大切さ、避難の方法、避難場所等の確認。停電時の連絡手段町

会、病院、事業所の役割等の多くの意見が出された。防災に対して災害時

を想定し一人一人が自分事として考える一歩になった。 

今後の

課題 

・災害に備えて関心を持ち、防災について考え意識を高める。 

・地域と多職種にて情報共有を行いＢＣＰも含めた連携体制の構築。 

資料５ 



 

今後取

り組め

そうな

事 

・地域住民に向けて、避難場所の確認、災害時の備蓄、安否確認などの周知啓

発、防災力を高める取り組みを行う。 

・地域と事業所、病院、行政などが連携してＢＣＰが災害時に起動するのか日々

確認、見直しを行い災害時に備える。 



災害対策基本法に基づく「避難行動要支援者名簿」に掲載された者の「個別避難計画」策定について…用語解説①

用語解説① 「避難行動要支援者名簿」（災害対策基本法49条の10）とは
避難行動要支援者（災害が発生時等に自ら避難することが困難な者で避難行動について特に支援を
要する者）について、安否の確認や避難の支援を実施するための基礎となる名簿をいう。
平成25年に自治体に作成が義務化され、松本市でも条例を定めて名簿を作成しています。

名簿掲載対象者
次のいずれかに当てはまる方
① 要介護３以上
② 障がい者（身体１、２級、精神１級、療育Ａ１）
③ ７５歳以上の単身世帯
④ 特定医療費（指定難病）受給者証の交付対象者
⑤ その他、名簿の掲載を希望する者（高齢世帯など）
※ ①～④は松本市避難行動要支援者に関する条例に
基づき、自動で登録されます（⑤のみ申請必要）。

名簿の内容

名簿の提供先

・氏名・生年月日・性別・住所・電話番号などの連絡先
・避難支援等を必要とする事由

次の避難支援等関係者
・町会長・民生委員・地区防災部長・消防団（分団長）
・松本市社会福祉協議会・地域包括支援センター
・広域消防局・松本警察署
※ 平常時は、情報提供について同意がなければ提供し
ません（個人情報保護との関係）。

資料６－１
災害や感染症を想定した平時からの取組みについて
ウ 個別避難計画策定について



災害対策基本法に基づく「避難行動要支援者名簿」に掲載された者の「個別避難計画」策定について…用語解説②

用語解説② 「個別避難計画」（災害対策基本法49条の14）とは
避難行動要支援者ごと１人ずつ、避難を支援する者の氏名や連絡先、避難場所や避難経路等を記載
した具体的な避難計画をいう。
令和３年５月に自治体に作成が努力義務化され、松本市でも令和７年度から本格的に作成します。

作成対象者
避難行動要支援者名簿の掲載者
・平常時から名簿情報の外部提供に同意がある者
・個別避難計画の作成に同意がある者
※ 上記２点について同意がないと作成できません。

計画の記載内容

松本市における
個別避難計画の
位置づけ

名簿の掲載情報に加え、以下の点
・避難行動の支援を実施する者（避難支援者）
・避難場所や避難経路
・その他、市が必要と認める事項
（薬などの持出品、緊急時の連絡先、主な疾患や障がい、
日中よくいる部屋、避難所生活で配慮が必要な点な
ど）

個別避難計画に特定の様式は無いため、上記の記載内容が含まれて
いるものであれば、個別避難計画とみなすことができる（内閣府に確
認）。
町会・常会・隣組単位で作成する「ささえあいマップ」（松本市社
会福祉協議会が作成を支援）を個別避難計画と同一の計画と位置づけ、
市社協と協力しながら推進していきます。

見本

災害や感染症を想定した平時からの取組みについて
ウ 個別避難計画策定について 資料６－２



１ 計画作成の優先順位
避難行動要支援者のうち、災害の危険度が高い区域に居住する方に対して、
優先的に作成します。
⑴ 優先度１ 土砂災害

急傾斜地特別警戒＞土石流特別警戒＞ 地すべり＞急傾斜地警戒、土石流警戒
⑵ 優先度２ 洪水

浸水計画規模３ｍ以上＞ 同0.5ｍ以上

区分 災害要件 対象者（人）

土砂災
害

急傾斜地特別警戒 ３９

土石流特別警戒 ３

地すべり ９３

急傾斜地警戒 ２３４

土石流警戒 ７７７

洪水

浸水計画規模3.0ｍ以上 １

浸水計画規模0.5ｍ～3.0ｍ未満 １，２０５

浸水計画規模0.5ｍ未満 ４，２３０

２ 主な計画の作成者
⑴ ささえあいマップ未作成の避難行動要支援者が福祉サービスを利用している場合、利用先の福祉事業所が市や地域と連携して計画を作成します。

⑵ 福祉サービスを利用していない場合、町会長、民生委員、班長などが中心となって地区町会で取り組むささえあいマップを作成します。

高

優
先
度

有
ささえあい
マップ作成

避難行動
要支援者

無

個別避難計画作成完了

福祉サービス
利用あり

福祉サービス
利用なし

ささえあい
マップ作成

対象者
（名簿の外部提供可能者）

内訳

土砂災害 洪水 その他

避難行動
要支援者

１３，２２７人 １，１４６人 ５，４３６人 ６，６４５人

令和7年4月１日現在

令和７年度スケジュール

４～５月 優先度の高い対象者の抽出と選定
ささえあいﾏｯﾌﾟ、福祉ｻｰﾋﾞｽ利用の有無確認

６～７月 福祉専門職へ説明（作成方法や手順な
ど）
８～12月 対象者の個別避難計画作成に着手
１～２月 計画書の提出 （事業所➡市）
３月 委託料の支払い（市➡事業所）

福祉専門職
・ ケアマネジャー
・ 相談支援専門員
・ 訪問看護師

委託

令和7年4月１日現在

個別避難計画策定の進め方について

① 町会等で作成する「ささえあいマップ」による策定と、福祉専門職が計画を策定する２つの進め方

② 居住地のハザード状況と、作成対象者の支援の必要度（世帯状況等で判断）により優先順位をつけて順次策定していく

災害や感染症を想定した平時からの取組みについて
ウ 個別避難計画策定について 資料６－３


